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１．はじめに

2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震（以

下，311地震と呼ぶ）では，東北地方から関東地方にかけ

ての極めて広い範囲で液状化被害が発生した．今回の地震

は，被害地域が広大であったことに加えて，計画停電やガ

ソリン不足等の影響で被害調査の初動に大きな支障をきた

したことなどの理由により，地震から１年程度を経過した

時点でもその全容は明らかになっていなかった． 筆者等

の現地調査（先名ほか，2012）や，学会等における調査

情報（国土交通省関東地方整備局・公益社団法人地盤工学

会，2011），自治体などの情報によれば，液状化が発生し

た地域は，第1図に示すように，現時点において，東北地

方の6県（宮城県，福島県，青森県，岩手県，秋田県，山

形県）と関東地方の1都6県（東京都，栃木県，群馬県，

茨城県，埼玉県，千葉県，神奈川県）に及んでおり，想定

震度分布をみると，概ね，震度5強以上

の区域が存在する自治体で液状化が発生

していることがわかる．そのなかでも，

特に関東の被害範囲・規模は非常に大き

なものであった．被害が大きくなった理

由について，今回の地震の余震を含めた

継続時間の長さが液状化の発生率と被害

規模を大きくしたとの研究報告（安田，

2011）もなされている．本報告は2011

年12月までにまとめられたものに基づ

くが，調査されていない，あるいは調査

が不十分な地域も多数あることから，ま

ずは，311地震時の液状化発生地点の再

整理を行い，液状化地点数を250 mメ

ッシュ単位でまとめた．

次に，再収集された液状化の情報に基

づいて，311地震の地震動の継続時間の

影響を考慮した液状化発生率の検討を目

的として，K-NET，KiK-net，気象庁，自

治体の地震計の波形記録から，震度お

よび「リアルタイム震度」（功刀ほか，

2008）を計算し，液状化発生地点のデ

ータと松岡ほか（2011）の液状化発生

率を計算する手法を用いて継続時間の長

さが液状化に与える影響を検討した．

第 1図　�東北地方太平洋沖地震における液状化が確認された市町村分布図と想定震度分布
との関係．
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第２図　�東北地方太平洋沖地震の液状化地点．新たに調査し
た情報は 2013.9.30 現在．

第 1表　関東地方の液状化地点数（250 mメッシュ数換算）．

第 3図　関東地方の液状化地点に占める各微地形区分の割合．

第 4図　�東北地方太平洋沖地震の液状化地点（関東平野拡大図）．
新たに調査した情報は 2013.9.30 現在．
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２．計測震度とリアルタイム震度分布の計算について
 

継続時間の考慮をするにあたり，まず，松岡ほか（2011）

による，液状化発生率の計算方法に基づき，311地震の液

状化発生地点（国土交通省関東地方整備局・公益社団法人

地盤工学会，2011；若松，2012），および今回改めて調

査した結果（第2図，第3図，第4図および第1表）に基

づき液状化発生率を計算した．第2図および第4図に最新

の液状化発生地点を示す．なお，311地震については，海

岸付近は津波により液状化の痕跡が明瞭ではない（または

調査が十分ではない)ことから，津波被害エリアの微地形

区分を除いて評価した．入力としての地震動強さの指標は，

計測震度とし，地形・地盤分類250 mメッシュマップ（若

松・松岡，2008）から推定した地盤の平均S波速度（Vs30）

による地盤増幅率を考慮し，空間補間したものから地表の

計測震度を求めている．一方，継続時間の考慮については，

功刀ほか（2008）の「リアルタイム震度」を用い，液状

化が発生する計測震度閾値を4.5として，その震度よりも

大きくなる部分の面積（ΔIs）を求めた．求めた面積を，

液状化を発生させる継続時間とみなし，計測震度分布同様

の手法で空間補間をしたものから各メッシュのΔIsを算

出した．計算式を式（１）に示す．

ここで，ΔIは時間震度，Isは計測震度の閾値を示す．

計算結果と，各々の地震についての液状化発生率との比較

を行った．使用した強震観測記録については，防災科研の

K-NET，KiK-net，気象庁，および自治体の震度計等の地

震観測記録を筆者らが独自に収集しデータベース化したも

のを使用した．

３．液状化発生率と継続時間との関係

計測震度区分における液状化発生率（液状化メッシュ数／

全メッシュ数）を各地震および微地形区分ごとに計算した．

ここで，発生率とはメッシュ内で液状化が1ヶ所以上発生す

る割合を示す．なお，全メッシュ数が10 個未満については，

算出される発生率の信頼性が低いと考えて検討対象外とし

た．計測震度と液状化発生率の関係を比較した結果，埋立地・

旧河道・干拓地については，松岡ほか（2011）の結果よりも

発生確率が全体的に大きく，やや低震度から液状化が発生

している．また，関東地方と東北地方を比べると，関東地

方のほうがより発生率が大きく，東北地方の結果は相対的に

小さくなっている（第5図参照）．

なお，第6図にΔIs（Is=4.5）の空間分布を示す．継続時

間（ΔIs）の分布は，東北地方は非常に大きく，関東地域は

それに比べて小さいことがわかった．その結果，発生率と継

続時間の関係を東北地方と関東地方で比較すると，関東地

方の方が，より低震度・低継続時間で液状化が発生したとい

うことが明らかになった（第7図および第8図）．なお，1987

年千葉県東方沖地震と比較しても，東北地方太平洋沖の関

東地方との液状化発生率の比較において，大きな差がなく，

継続時間が小さくても発生率が大きくなる傾向が見て取れる

（第8図）．

4.　まとめ

本研究では，311地震における，微地形毎の液状化発生

率と計測震度および継続時間の関係を検討した．その結果，

特に液状化が発生しやすい微地形において既往の結果より

も発生確率が大きくなり，強震動継続時間の大きさも液状

第 5図　東北地方太平洋沖地震における関東地方の液状化発生率（左）と東北地方の液状化発生率（右）．
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化発生率に影響を与えることがわかった．液状化の発生率

や強震動継続時間による液状化の発生状況は，東北地方と

関東地方で大幅に異なることから，今後地域性を考慮した

検討を行い，新しい液状化発生率の関係式とハザードマッ

プの作成を試みる．

謝辞：各自治体における強震観測記録・液状化地点情報を

提供していただいた関係者および機関各位に謝意を表する．
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